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　日本の大学教育の主要な担い手は私立大学であるといっても過言ではない．平成11年度には学生
数の73％強が私立大学に属している．しかし，教育・研究を維持するうえで，私立大学に対する国
庫助成はきわめて少ない．
　とりわけ研究資金の配分を見ると，明らかに官尊民卑である．国が支出する研究費は，国立大学
が教員1人当たり1338万円であるのに対して，私立大学は198万円にすぎない．税制面でも国立大
学は優遇されている．
　ところで，国立大学の独立行政法人化が進められようとしている．独立の法人として自由裁量の
範囲が広くなるとともに，自己責任の経営努力が要求されるから，当然の方向である．ただ，これ
に反対する国立大学の教員が多いようだ．教育・研究が市場原理にさらされ採算のとれない基礎研
究が実行不可能になるというのが，主な反対理由のようである．ただ，こうした理由は説得的では
ない．
　独立行政法人に比べて民営という特徴をもつ私立大学でさえ，市場原理に依存して活動している
わけではない．私立学校法による学校法人は非営利組織であり，市場において利益を追求している
わけではない．むしろ，財務面で余裕のないのが現実の姿である．したがって，国立大学と異なり，
経営努力を行っている．
　そして，私立大学においては，収入のうえで学費依存度が大きいから，支出面でも研究より教育
を重視せざるをえない．外部資金を導入するとしても，基礎研究のための資金は企業に依存するこ
とはできない．こうした状況下では，私立大学の教員は十分な研究を行うことができない．基礎研
究については，より一層の国庫助成が必要なのである．
　かりに私立大学の研究水準が国立大学より低いことがあれば，それは研究資金の制約が大きいか
らである．私立大学が国立大学並みの研究資金を確保することができれば，人材も集まるはずである．
　国立大学は，いつまでも「親方日の丸」に安住せず，独立の責任ある法人として運営にあたるべ
きである．今後，大学間競争を公正に進めるべきであるとすれば，国立大学の独立行政法人化を機
会に，研究資金の配分のうえで，官尊民卑を改めるべきであろう．アメリカにおいては，私立大学
にも多額の研究資金が連邦政府から交付されている．
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